
変化の激しい時代に対応できる人材が求められています。私たちには、未来を見据える力、本質を見抜く力、揺
るがない理念の獲得、そして、自らをアップデートできる力が必要です。
中小企業・各種団体の若手、中堅社員を対象とし、所属企業や地域の未来を開く人材（課題解決型の人材、
新しいビジネスを創り上げる人材）の育成プログラムです。

獲得するのは、これからの
            時代に必要な4つの力

未来を見据える

本質を見抜く

理念の獲得

進化し続ける

講義×グループワーク

受講生同士のチーム編成

ビジネスプラン発表

滋賀大学と滋賀県立大学では、文部科学省リカレント教育エコシス
テム構築支援事業として、県内の産業界、自治体、金融機関、大学
等によるプラットフォーム「滋賀リカレント教育コアリション」
（S higa R ecurrent E ducation C oalition）を立ち上げました。
その教育プログラムの1つとして、滋賀県立大学では「企業・地域の
課題解決人材育成プログラム」を開講します。

企業・地域の課題解決人材育成プログラム



田中 惇敏（たなか あつとし）　滋賀県立大学地域共生センター特任講師

田中 惇敏（たなか あつとし）　滋賀県立大学地域共生センター特任講師

滋賀リカレント教育コアリション

開講式　「ガイダンス：新しいビジネスを創りあげるチカラとは」　ガイダンスとチームづくり

「発想法再考：デザイン思考と地域診断法」　イノベーションを得るための基本ノウハウ

「自社事業のソーシャルビジネス化・CSVの設計」小さな挑戦のリアルから学ぶ

「生成AIの活用方法」事業推進・

「関係人口創出手法」関係人口時代のネットワーク

ビジネスプラン提案作成グループワーク

ビジネスプラン発表会 閉講式　懇親会
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開 講 日 ～隔週火曜日 午後
（13時～自習時間　15時～講義・グループワーク　17時終了）

田中 惇敏（たなか あつとし）　滋賀県立大学地域共生センター特任講師

鵜飼　修（うかいおさむ）　滋賀県立大学地域共生センター　教授

鵜飼　修（うかいおさむ）　滋賀県立大学地域共生センター　教授

受講費用 無料
（文部科学省補助事業）

申込み先

定　　員　20名　
お問い合わせ

〒522-8533　彦根市八坂町2500　公立大学法人滋賀県立大学地域連携・研究支援課（担当：川原） 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL:0749-28-8616  FAX:0749-28-8473  Mail:chiiki_koken@office.usp.ac.jp

原則対面受講ですが、オンライン・オンデマンド受講にも対応します
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2025年11月4日

2025

2026

会 場 滋賀県立大学
彦根市八坂町2500

滋賀県立大学地域連携・研究支援課　

電車：南彦根駅西口から県立大学行きバス
車：湖岸道路（県道25号）「滋賀県立大学前」

モデレーター
鵜飼 修（うかいおさむ）　滋賀県立大学地域共生センター　教授■プログラム統括・第1・2回講師
1969年東京都大田区生まれ。大手ゼネコンに12年半勤務の後、滋賀県立大学へ。大学院におけるまちづくり人財育成
プログラム「近江環人地域再生学座」を担当。15年間で156名の称号獲得者を輩出。学部では「地域診断法」「ソーシ
ャル・ビジネス概論」「問題解決デザイン論」等を担当。地域診断法、コミュニティ・ビジネスのノウハウを武器に自
ら地域活動を実践。NPO法人大牟田・荒尾炭鉱のまちファンクラブ、NPO法人大森まちづくりカフェ等のNPO活動や、
一般社団法人まちづくり石寺、株式会社彦根麦酒などの創業に携わる。博士（学術）、技術士（都市及び地域計画）、
一級建築士。

田中 惇敏（たなか あつとし）　滋賀県立大学地域共生センター 特任講師■第3～5回講師・グループワーク担当
1993年福岡県北九州市生まれ。認定NPO法人Cloud JAPANなど複数のソーシャルビジネスを起業し、全国各地で空き家
の利活用や移住支援、子育て支援など、地域課題に根ざした事業に取り組む。令和6年度ふるさとづくり大賞受賞。近
年では滋賀県多賀町の関係人口創出事業や滋賀県主催移住・交流促進協議会での話題提供など、滋賀県内において実践
を通じて社会課題解決とビジネスを両立する仕組みの構築とモデル化を進めている。大学ではソーシャルアントレプレ
ナーシップ教育を担当し、実務と研究を往還しながら、次世代の挑戦に寄り添い、その実現を後押ししている。

QRコードを読み込み、必要事項を記載→

S higa R ecurrent E ducation C oalition

企業・地域の課題解決人材育成プログラム

地域課題解決

対　　象 企業・各種団体の若手・中堅社員


